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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当り当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 28,247 27,497 27,035 26,393 27,173 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 82 △50 128 833 536

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) 201 186 △267 573 630

純資産額 (百万円) 799 1,209 1,333 1,869 2,740 

総資産額 (百万円) 22,230 23,410 19,911 19,914 19,488 

１株当り純資産額 (円) 76.12 115.20 127.06 178.29 261.55 

１株当り当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) 19.17 17.28 △26.95 53.21 60.16

潜在株式調整後 
１株当り当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) ― ― ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 3.6 5.2 6.7 9.4 14.1 

自己資本利益率 (％) 24.9 15.44 △21.07 35.79 27.36 

株価収益率 (倍) 10.43 9.00 ─ 8.61 21.61 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,711 700 △5,043 1,130 1,377

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,583 1,935 5,945 △1,192 △789

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △782 △1,162 △949 △1,106 △1,987

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 3,383 4,856 4,808 3,641 2,240

従業員数 (名) 3,690 3,669 3,559 3,561 3,556 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当り当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 17,738 17,132 16,838 15,959 16,082 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △275 △380 △205 268 244

当期純利益 (百万円) 25 31 78 232 357 

資本金 (百万円) 525 525 525 525 525 

発行済株式総数 (株) 10,500,000 10,500,000 10,500,000 10,500,000 10,500,000 

純資産額 (百万円) 2,215 2,458 2,868 3,076 3,589 

総資産額 (百万円) 19,494 20,696 18,592 17,162 16,100 

１株当り純資産額 (円) 211.07 234.20 273.32 293.40 342.50 

１株当り配当額 
(内１株当り中間配当額) 

(円) 
(円) 

─ 
(─)

─
(─)

─
(─)

4 
(─)

6
(2)

１株当り当期純利益 (円) 2.43 2.98 7.46 22.17 34.13 

潜在株式調整後 
１株当り当期純利益 

(円) ― ― ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 11.4 11.9 15.4 17.9 22.3 

自己資本利益率 (％) 1.1 1.3 2.94 7.83 10.74 

株価収益率 (倍) 82.3 53.8 25.6 20.7 38.09 

配当性向 (％) ― ― ─ 18.0 17.58 

従業員数 (名) 2,428 2,403 2,313 2,287 2,284 



２ 【沿革】 

  

昭和14年９月 戦時企業統合令による企業合同により、同業12社を以って中野相互自動車株式会

社を設立、普通旅客自動車運送事業を開始。 

昭和20年９月 第二次企業合同により同業16社を吸収合併、大和自動車交通株式会社に商号変

更。 

昭和24年５月 東京証券取引所に上場。 

昭和24年６月 興産自動車株式会社(現・大和物産株式会社)を設立し、自動車用燃料・資材等の

販売を開始。(現・連結子会社) 

昭和25年３月 戦後初の輸入新車50両の購入許可により、営業車両の全面的配置転換を実施し、

ハイヤー営業の基盤を確立した。 

昭和28年３月 車両無線移動局の承認により無線による配車営業を開始。 

昭和38年５月 日本橋大和ビル建設に伴い不動産賃貸及び管理事業に進出。 

昭和38年10月 東京証券取引所市場第二部に移行。 

昭和40年２月 大和自動車株式会社を設立。(現・連結子会社) 

昭和41年10月 自動車整備部門を独立し、大和自動車整備株式会社を設立。(現・連結子会社) 

昭和41年10月 山梨鈴木シャタァ工業株式会社(現・大和工機株式会社)を設立し、金属製品製造

業を開始。(現・連結子会社) 

昭和42年６月 自動車教習部門を独立し、株式会社大和自動車教習所を設立。(現・連結子会社) 

昭和43年８月 株式会社スリーディ開発を設立し、不動産部門を強化。(現・連結子会社) 

昭和47年９月 真和タクシー株式会社(現・大和交通株式会社)を買収。(現・連結子会社) 

昭和48年９月 住宅販売事業に進出。 

昭和52年１月 本社ビル建替工事を行い新社屋完成。 

昭和57年12月 小型タクシー43台を導入。 

昭和59年12月 ハイヤー車に自動車電話を設置。 

昭和60年８月 ワゴンタクシーが認可され営業車両数978台となる。 

昭和62年11月 ブルーラインタクシー20台増車。 

平成元年９月 乗合タクシー１台認可。 

平成３年12月 保谷交通有限会社(現・大和交通保谷株式会社)を買収。(現・連結子会社) 

平成５年６月 運行管理に関する代理業を開始。 

平成５年６月 福祉タクシー１台認可。 

平成８年２月 柏自動車株式会社(現・大和タクシー株式会社)を買収。(現・連結子会社) 

平成９年３月 ブルーラインタクシーより効率向上車両へ21台認可。 

平成10年４月 警備業として「あんしんネットワーク」(緊急即時通報事業)サービスを開始。 

平成12年３月 福祉タクシー１台増車により営業車両総数は992台となる。 

平成13年２月 大和交通保谷有限会社を株式会社へ組織変更する。(現・大和交通保谷株式会社) 

平成13年５月 羽田営業所を大田区に開設。 

平成14年２月 期間限定車両28台全日稼動へ許可。 

平成15年９月 王子営業所を北区に開設。 

平成16年11月 羽田第一営業所を大田区に開設。 



３ 【事業の内容】 

当社の企業集団は、当社、連結子会社９社及び持分法適用関連会社１社で構成され、旅客自動車運送事業、不動産

事業、燃料・資材の販売事業を主な内容とし、更に各事業に関連する自動車整備、自動車運転教習、自動車メーター

機器の販売及び金属製品の製造販売等の事業活動を展開しております。 

事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりで

あります。 

なお、次の４部門は「第５ 経理の状況 １(1) 連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分

と同一であります。 
  

  

区分 事業内容 主要な会社 

旅客自動車運送事業 
ハイヤー業、運行管理業 当社、リムジンハイヤー㈱  (会社総数 ２社) 

タクシー業
当社、大和自動車㈱、大和交通㈱、大和タクシー
㈱、大和交通保谷㈱     (会社総数 ５社) 

不動産事業 
賃貸、売買、仲介、管理、 
清掃業務等 

当社、㈱スリーディ開発   (会社総数 ２社) 

販売事業 

燃料・資材販売 大和物産㈱         (会社総数 １社) 

金属製品製造販売 大和工機㈱         (会社総数 １社) 

自動車メーターの販売・修理 日本自動車メーター㈱    (会社総数 １社) 

その他事業 

自動車運転教習 ㈱大和自動車教習所     (会社総数 １社) 

自動車整備 大和自動車㈱        (会社総数 １社) 



事業の系統図は次の通りであります。 

  
  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社であります。 

３ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)が連結売上高の10％を越える連結子会社の「主要な損益情報等」は次のとお

りであります。また、大和自動車㈱は記載のとおり債務超過となっております。 

  

  

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

大和物産株式会社 (注)2、3 東京都江東区 30
燃料・資材
販売業 100.0

当社及び関係会社の使用する燃
料・資材を供給しております。 
なお、当社所有の建物を賃貸して
いる。役員の兼任等…有 

大和自動車株式会社(注)2、3 東京都江東区 54
旅客自動車
運送・ 
自動車整備業 

100.0

当社でタクシー伝票及びタクシー
クーポンの請求業務を請負ってお
ります。また当社及び関係会社の
車両整備を行っております。 
なお、当社より資金援助を受けて
いる、当社が一部債務保証を行っ
ている及び当社所有の建物を賃貸
している。役員の兼任等…有 

株式会社大和自動車 
教習所 東京都小金井市 30

自動車運転
教習業 100.0

当社及び関係会社の乗務員の教育
養成を行っております。 
なお、当社より資金援助を受けて
いる及び当社所有の建物を賃貸し
ている。役員の兼任等…有 

大和工機株式会社 山梨県笛吹市 45
金属製品製造
販売業 100.0

当社及び関係会社の営繕材料の一
部を製造販売しております。 
なお、当社が一部債務保証を行っ
ている。役員の兼任等…有 

株式会社 
スリーディ開発 東京都中央区 30

不動産の賃貸・
売買・仲介・ 
管理・清掃業 

100.0

当社及び関係会社の不動産の売
買、賃貸、管理、清掃を行ってお
ります。 
なお、当社所有の建物を賃貸して
いる。役員の兼任等…有 

大和交通株式会社 東京都練馬区 10
旅客自動車
運送業 100.0

当社でタクシー伝票及びタクシー
クーポンの請求業務を請負ってお
ります。 
なお、当社より資金援助を受けて
いる。 
役員の兼任等…有 

大和タクシー 
株式会社 東京都板橋区 10

旅客自動車
運送業 100.0

同上
なお、当社より資金援助を受けて
いる。役員の兼任等…有 

大和交通保谷 
株式会社 東京都西東京市 10

旅客自動車
運送業 100.0

同上
なお、当社より資金援助を受けて
いる及び当社所有の建物を賃貸し
ている。役員の兼任等…有 

日本自動車メーター 
株式会社 東京都新宿区 20

自動車メーター
の販売・修理業 75.9

当社及び関係会社のタクシーメー
ター他の販売及び修理を行ってお
ります。 
なお、当社より資金援助を受けて
いる及び当社所有の建物を賃貸し
ている。役員の兼任等…有 

(持分法適用関連会社)   

リムジンハイヤー 
株式会社 東京都大田区 70

旅客自動車
運送業 28.6

当社でハイヤー営業を一部請負っ
ております。 
役員の兼任等…有 

会社名 
売上高 
(百万円) 

経常利益
(百万円) 

当期純利益
(百万円) 

純資産額 
(百万円) 

総資産額 
(百万円) 

大和物産㈱ 4,966 20 8 1,102 3,569 

大和自動車㈱ 3,646 202 270 △750 759 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び一部の連結子会社には、大和自動車交通労働組合が組織(組合員数2,551名)されており、全国自動車交通

労働組合連合会に属しております。また、連結子会社の一部(組合員数396名)は全国自動車交通労働組合総連合会に

属しております。 

なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

旅客自動車運送事業 3,243 

不動産事業 71 

販売事業 90 

その他事業 92 

全社(共通) 60 

合計 3,556 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

2,284 53.4 9.1 4,215,599 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰や原材料価格の上昇など懸念材料があるものの、企業収

益の改善を背景に民間設備投資と輸出は増加し、雇用情勢の改善による堅調な個人消費にも支えられ景気は緩やか

な回復基調で推移いたしました。 

ハイヤー・タクシー業界は、規制緩和から新規参入による都内タクシーの増車等、競争が激化するなか、当社は

安全輸送への努力と多様化する利用者のニーズに対応し、グループ内の全タクシーがAAランクの格付け（事業者評

価制度）を維持し、ワゴンタクシー、福祉タクシー、生活支援サービス等に加えグレードの高い黒塗りタクシーへ

の転換やデジタル無線の導入、デビット・クレジットカード決済機の搭載等、輸送メニューの多様化と効率化をは

かってまいりました。また、グループ内の全事業所でグリーン経営認証（環境対応度評価制度）を取得いたしまし

た。 

このような情勢のもと、営業本部制による営業体制を強化し、ハイヤー及びタクシーの顧客需要の確保と新規得

意先の開拓に努め収益の確保に努力いたしました結果、当期の総売上高は27,173百万円と前期比で3.0％の増加とな

りました。経費面では、車両リース料や原油高により燃料費等が増加するなどの負担増があり、そのほか諸経費の

節減に努めましたが、経費全体では1,100百万円（前期比4.4％増）増加いたしました。 

その結果、営業利益は934百万円を計上し、受取配当金などの営業外収益125百万円（前期比17.7％増）及び支払

利息などの営業外費用523百万円（前期比0.8％減）を計上し、経常利益は536百万円となりました。また厚生年金基

金解散処理差額金などの特別利益726百万円と固定資産減損損失などの特別損失351百万円により当期純利益は630百

万円（前期比10.0％増）となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次の通りであります。 

[旅客自動車運送事業] 

旅客自動車運送事業では、引き続き国内需要の停滞と得意先企業の経費削減の影響を受けており、当社、連結子

会社及び持分法適用会社におきましては連携強化及び顧客保有車両の運行管理業務を拡大し営業を推進し、無線の

デジタル化と配車業務の自動化を進めるとともに本来の流し営業の強化に努めました。高度なサービスを求める顧

客の需要に対応する黒塗りタクシーを全車両の内535台に増強しハイヤー部門との相互協力をはかり、営業の効率化

に努めましたが、当期の売上高は21,267百万円(前期比0.2％増）、営業利益は712百万円（前期比23.4％減）となり

ました。 

[不動産部門] 

不動産事業では、立地条件に恵まれた賃貸ビルを保有しており、引き続きテナントの要望にそった施設の改善に

努め、定期借家権付きの五反田賃貸マンションビルのリニューアル等を進めるなど賃貸事業を増強して空室率の改

善をはかり、賃料改定効果もあり、不動産事業売上高としては863百万円(前期比2.2％増）、営業利益は88百万円

（前期比14.4％減）となりました。 

  

  

[販売部門] 

販売事業では、ガソリン市況及びＬＰＧ市況は相変わらず厳しい状況が続き販売価格への転嫁が進まない中、顧

客へのきめ細かいサービスの提供に努めてまいりました。金属製品製造販売はISO9001取得の付随効果、特殊技術を

活用した元請けとの共同開発及び購買体制の見直し等を行いこの結果、販売事業売上高としては4,577百万円(前期



比19.4％増）、営業利益は118百万円（前期比41.2％減）となりました。 

[その他部門] 

その他事業では、自動車整備事業は一般の車検整備受注の宣伝を強化し、自動車教習事業では、各方面に対して

の販路の拡大に努めました。この結果売上高は464百万円(前期比3.4％減）、営業利益は10百万円（前期比56.3％

減）となりました。 

(注) 売上高に消費税等は含まれておりません。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物等（以下「資金」という。）は、前連結会計年度に比べて1,400百

万円減少して2,240百万円となっております。税金等調整前当期純利益が911百万円と前期に比して51.4％増加、減

損損失、減価償却費及び売上債権の増加、未払消費税等及び未払費用の減少、投資有価証券の売却による収入、固

定資産の取得、借入金の返済が主たる要因であります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において営業活動による資金は、連結調整勘定償却・売上債権・仕入債務・未払消費税等及び未

払費用の増加、未収収益・その他流動負債及び退職給付引当金の減少等があり、営業活動による資金は1,377百万円

と前年同期に比べて246百万円増加しております。主たる要因として、投資有価証券の売却益107百万円（前期比87

百万円増）及び未払消費税等144百万円（前期比463百万円増）が増加したことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において投資活動による資金の減少は789百万円と前連結会計年度に比べて402百万円減少してお

ります。主たる要因として、固定資産の取得による支出813百万円（前期比750百万円減）及び投資有価証券の売却

による収入135百万円（前期比92百万円増）があったものの短期貸付金の回収による収入45百万円（前期比268百万

円減)及び前連結会計年度に計上されていた連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出107百万円が減少

したことによるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による資金の減少は1,987百万円と前連結会計年度に比べて881百万円増加して

おります。主たる要因として、短期借入金の純減額1,470百万円（前期比391百万円増）、長期借入金の返済による

支出3,412百万円（前期比307百万円増）、社債償還による支出60百万円及び配当金の支払額62百万円によるもので

あります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社及び連結子会社の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、また受注生産形態をとらない事業も多く、事

業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。 

このため生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に

関連付けて示しております。 

  



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しといたしましては、景気は回復基調で推移しているものの、原油価格の高騰が企業収益や個人消費に

及ぼす影響が懸念されます。業界の経営環境はハイヤー、タクシーへの個人および法人需要の大幅な回復は期待でき

ず、燃料費の高騰もあり厳しい状況が続くと考えられます。 

当社、連結子会社及び持分法適用会社といたしましては、全社一体となって諸施設の合理的な活用および適正な人

員配置をはかり、引き続き経常収益基盤の確立強化のため各部門毎の業務改善活動により経費削減を中心とした全社

的な改革をめざし景気変動に影響されない経営管理体制を確立してまいります。 

旅客自動車運送事業におきましては、事業所の大型化による営業拡大と効率化を進め、得意先ニーズに対する積極

的な対応による増収と、人件費を含めた社内経費の節減によるさらなる収支改善をはかります。営業面ではタクシー

車両に導入した自動日報システムによる安全輸送と運行管理の効率化、さらに無線のデジタル化と顧客管理システム

により配車機能の効率化・省力化を進め利用者サービスの向上に努めます。またクリーン燃料であるＬＰガスの使用

及び車両点検整備体制を推進してまいります。 

販売事業といたしましては、ガソリン市況及びＬＰＧ市況は相変わらず厳しい状況が続いておりますが、事業の効

率化をより一層進めてまいります。さらに今まで同様、顧客の新規開拓から販売数量の増販や環境対策商品・省エネ

商品の開拓等を推進し社会環境に寄与いたします。 

全社の総力を挙げて『グリーン経営』、『環境にやさしい企業』をめざし、さらなる安定した企業基盤固めを推進

してまいります。 

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

(1) 一般的なリスク 

当社は、国際・国内情勢の変化にともなう景気変動や物価変動等の事業上のリスクにさらされており、それらリ

スクにより業績が左右されるおそれがあります。 

(2) 当社グループの事業の構成比について 

また、当社、連結子会社および持分法適用会社において、旅客自動車運送事業がグループ全体の売上高に占める

割合は約78％であり、その大半を同事業に依存しております。当社、旅客自動車運送事業を営む連結子会社、持分

法適用会社につきましては、道路運送法、その他関連法令等により事業内容が規定されており、それらの関連法令

の改正により業績が左右されることがあります。 

(3) 労働力確保のリスク 

旅客自動車運送事業においては、サービスの提供に乗務員の確保が不可欠であり、紹介制度の充実、労働環境の

整備・改善を通じて良質な乗務員の確保に努めております。乗務員確保の状況によっては業績が左右されることが

あります。 

(4) 事故のリスク 

旅客自動車運送事業においては、交通事故による賠償費が発生するリスクがあります。当社、連結子会社および

持分法適用会社においては、所属全車につき賠償保険及び任意保険に加入し、事故関連費用の平坦化をはかるとと

もに、全社を挙げて安全運転、法令遵守を励行し、交通事故の防止に努めております。 

(5) 退職給付発生のリスク 

旅客自動車運送事業においては、従業員の平均年齢が高いことなどにより、退職者が多く発生し、一時に退職給

付費用が発生するリスクがあります。当社、連結子会社および持分法適用会社においては、労働環境の整備・改善

を通じて定着率の向上に努めております。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 



該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

経営成績に重要な影響を与える要因についての分析 

当社グループの連結財務諸表は、ハイヤー・タクシー業界の規制緩和から新規参入による都内タクシーの増車

等、競争が激化するなか、当社は安全輸送への努力と多様化する利用者のニーズに対応し、グループ内の全タク

シーがAAランクの格付け（事業者評価制度）を維持し、ワゴンタクシー、福祉タクシー、生活支援サービス等に

加えグレードの高い黒塗りタクシーへの転換やデジタル無線の導入、デビット・クレジットカード決済機の搭載

等、輸送メニューの多様化と効率化をはかってまいりました。また、グループ内の全事業所でグリーン経営認証

（環境対応度評価制度）を取得いたしました。 

旅客自動車運送事業においては、当期の売上高は前年同期比0.2％増の21,267百万円となり、営業利益において

は原油価格の高騰等の影響もあり前年同期比23.4％減の712百万円となっております。 

不動産事業においては、引続きテナントの要望にそった施設の改善に努め、定期借家権付きの五反田賃貸マン

ションビルのリニューアル等を進めるなど賃貸事業を増強して空室率の改善をはかり、賃料改定効果もあり、不

動産事業売上高は前年同期比2.2％増の863百万円となりましたが、営業利益においては14.4％減の88百万円とな

っております。 

販売事業においては、ガソリン市況及びＬＰＧ市況は相変わらず厳しい状況が続き販売価格への転嫁が進まな

い中、顧客へのきめ細かいサービスの提供に努めてまいりました。金属製品製造販売はISO9001取得の付随効果、

特殊技術を活用した元請との共同開発及び購買体制の見直し等を行いこの結果、販売事業売上高としては前年同

期比19.4％増の4,577百万円となり、営業利益においては41.2％減の118百万円となっております。 

その他事業では、自動車整備事業は一般の車検整備受注の宣伝を強化し、自動車教習事業では、各方面に対し

ての販路の拡大に努めました。この結果売上高は前年同期比3.4％減の464百万円となり、営業利益においては

56.3％減の10百万円となっております。 

さらに、厚生年金基金解散処理差額金などの特別利益726百万円と固定資産減損損失などの特別損失351百万円

を計上し、税金等調整前当期純利益は911百万円となり、これに税金等を調整し当期純利益は630百万円となって

おります。 

  

  

資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

当連結会計年度においては税金等調整前当期純利益が前年同期比51.4％増の911百万円となっております。これに

減価償却費366百万円、減損損失171百万円、固定資産の取得による支出813百万円、短期借入金の純減少額1,470百

万円等があったことにより営業活動によるキャッシュ・フローは1,377百万円、投資活動によるキャッシュ・フロー

は△789百万円、財務活動によるキャッシュ・フローは△1,987百万円となっており全体としましては1,400百万円の

減少となっております。 

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社及び連結子会社では、全社一体となって諸施設の合理的な活用を基本としており、これに従い当連結会計期間

においては日本橋営業所の建替え工事、大和五反田ビルの改修工事及び羽田第一営業所のLPGスタンドの新設工事等を

中心に804百万円の設備投資を行なっております。 

旅客自動車運送事業においては日本橋営業所の建替え工事及び羽田第一営業所のLPGスタンドの新設工事を行なうな

ど434百万円、不動産事業においては大和五反田ビルの改修工事を中心に109百万円、販売事業においては事業拡大の

ための施設の改善を中心に237百万円、その他事業においては、通常の維持管理を中心に22百万円の設備投資を行なっ

ております。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

(注) １ 上記中のうち「その他」は、無形固定資産及び建設仮勘定の合計であります。 

２ 上記中、土地欄の( )内は面積(㎡)であります。 

     ※３ 建物及び構築物の一部を賃借しております。年間賃借料は320百万円であります 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 国内子会社 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 設備の内容 車両 

(百万円) 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械及び
什器備品 
(百万円) 

土地
(百万円) 

その他
(百万円) 

合計 
(百万円) 

従業
員数 
(名) 

銀座営業所他 
11営業所(注)※３ 
(東京都中央区、 
千代田区、品川区 
渋谷区、大田区 
北区、江東区) 

旅客自動車 
運送事業 その他設備 25 1,258 204 2,616 

(9,876.01)

 
23 

  
4,129 

  
2,221

中央大和ビル他 
８賃貸施設 
(東京都中央区、 
品川区、渋谷区 
江東区、小金井市 
板橋区、北区) 

不動産事業 その他設備 ─ 2,086 119
1,267

(22,523.44)
126 3,599 3

すいらん荘他 
１保養所施設 
(静岡県熱海市) 

全社的管理 その他設備 ─ 38 0
36

(784.99)
2 77 ─

本社 
(東京都中央区他) 全社的管理 その他設備 19 230 58

412
(97.48)

18 739 60

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セ

グメントの名称 
資産の種類 台数 リース期間

年間リース料 
(百万円) 

リース契約残高

(百万円) 

銀座営業所他 
11営業所 
(東京都中央区、 
千代田区、品川区 
渋谷区、大田区 
北区、江東区) 

旅客自動車 
運送事業 車両 987 5～7年間 651 1,580

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の
内容 

車両
(百万円)

建物及び
構築物 
(百万円)

機械及び
什器備品
(百万円)

土地
(百万円) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

従業
員数
(名)

大和物産㈱ 
清澄スタンド他 
５事業所 その他 1,249



(注) １ 上記中のうち「その他」は、無形固定資産及び建設仮勘定の合計であります。 

２ 上記中、土地欄の( )内は面積(㎡)であります。 

※３ 建物及び構築物の一部を賃借しております。年間賃借料は５百万円であります。 

４ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

  

(注)※３ (東京都江東区、 
世田谷区、墨田区 
千葉県船橋市) 

販売事業 
設備 

3 172 130

(4,215.49)

0 1,556 47 

大和自動車㈱ 本社営業所 
(東京都江東区) 

旅客自動車 
運送事業 

その他
設備 5 0 ─ ─ 0 5 529 

その他事業 その他
設備 ─ 0 13 ─ 0 13 26 

㈱大和自動車 
教習所 

本社営業所 
(東京都小金井市) その他事業 その他

設備 51 41 15
60

(231.40)
0 168 57 

大和工機㈱ 本社営業所 
(山梨県笛吹市) 販売事業 その他

設備 0 26 13
183

(8,597.92)
0 224 43 

大和交通㈱ 本社営業所 
(東京都練馬区) 

旅客自動車 
運送事業 

その他
設備 ─ 10 0

282
(1,520.50)

0 293 221 

大和交通保谷㈱ 本社営業所 
(東京都西東京市) 

旅客自動車 
運送事業 

その他
設備 ─ 5 0

330
(1,078.39)

0 336 97 

大和タクシー㈱ 本社営業所 
(東京都板橋区) 

旅客自動車 
運送事業 

その他
設備 0 2 0 ─ 0 2 180 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類

別セグメン

トの名称 
資産の種類 台数 リース期間

年間リース料

(百万円) 
リース契約残高

(百万円) 

大和自動車㈱ 本社営業所 
(東京都江東区) 

旅客自動車
運送事業 車両 205 5年間 92 148

大和工機㈱ 本社営業所 
(山梨県笛吹市) 販売事業

車両 10 4年間 6 11

機械器具 17 5～8年間 24 61

大和交通㈱ 本社営業所 
(東京都練馬区) 

旅客自動車
運送事業 車両 75 5年間 31 65

大和交通保谷㈱ 本社営業所 
(東京都西東京市) 

旅客自動車
運送事業 車両 35 5年間 6 12

大和タクシー㈱ 本社営業所 
(東京都板橋区) 

旅客自動車
運送事業 車両 65 5年間 18 59



  
  
３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社及び連結子会社の設備投資は日本橋営業所の建替え工事及び賃貸ビル等の改修工事等を中心に計画しておりま

す。なお、設備計画は原則的に連結子会社が個別に策定しておりますが、提出会社を中心に調整を図っております。 

当連結会計年度末における賃貸ビル等の施設の改修における投資予定金額は日本橋営業所の建替え工事を中心に650

百万円であります。その所要資金は自己資金50百万円、借入金600百万円により充当する予定であります。 

  

重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

  

  

(2) 重要な設備の売却 

該当事項はありません。 

  

  

会社名 
事業所名 所在地 

事業の種類 
別セグメン 
トの名称 

設備の
内容 

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法 

着手及び完了予定 
完成後の
増加能力 

総額 既支払額 着手 完了 

大和自動車交通㈱ 

銀座営業所他 

11営業所 

東京都中央区他 
旅客自動車 

運送事業 

その他 

設備 
46 ─ 

自己資金 

借入金 

平成18年 

４月 

平成19年 

３月 
─ 

大和自動車交通㈱ 

中央大和ビル他 

８賃貸施設 
同上 不動産事業 同上 450 125 同上 同上 同上 ─ 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注)平成18年６月29日の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は29,500,000株

増加し、40,000,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 株主割当 １：0.5 

 発行価格  50円 

 資本組入額 50円 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 20,000,000 

計 20,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 10,500,000 10,500,000
東京証券取引所
(市場第二部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 10,500,000 10,500,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

昭和52年９月30日(注) 3,500,000 10,500,000 175 525 1 2 



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式21,074株は、「個人その他」に21単元、「単元未満株式の状況」に74株含まれております。なお、株主名簿等記

載上の株式数と期末現在の実質所有株式数とは同一であります。 

２ 「所有株式数の割合」は株式の状況の計を100％として記載してあります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 14 7 28 2 ― 564 615 ―

所有株式数 
(単元) 

― 2,870 42 2,014 8 ― 5,501 10,435 65,000

所有株式数 
の割合(％) 

― 27.50 0.40 19.30 0.08 ― 52.72 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

新倉 尚文 東京都杉並区 1,446 13.77 

太陽生命保険㈱ 東京都中央区日本橋２─11─２ 950 9.05 

EIGENVEC一号投資事業組合 
東京都港区港南２─15─１ 
品川インターシティＡ─28F 

731 6.96 

吉田 満 東京都中野区 632 6.02 

第一生命保険相互会社 
東京都中央区晴海１─８─12晴海アイランド 
トリトンスクエアＺ棟 
(常代)資産管理サービス信託銀行株式会社 

550 5.24 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１─１─２ 260 2.48 

㈱損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１─26─１ 260 2.48 

東都自動車㈱ 東京都豊島区西池袋５─13─13 256 2.44 

安田 一 大阪府枚方市 227 2.16 

㈱白亜 東京都港区赤坂２─４─１ 220 2.10 

計 ― 5,533 52.70 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 総株主の議決権には自社株分(議決権21個)を控除してあります。 

   「単元未満株式」の欄には、当社所有株式74株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ―   

議決権制限株式(自己株式等) ― ―   

議決権制限株式(その他) ― ―   

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 普通株式 21,000 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

10,414,000 
10,414 同上 

単元未満株式 
普通株式 

65,000 
― 同上 

発行済株式総数 10,500,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 10,414 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
大和自動車交通㈱ 

中央区銀座１―９―７ 21,000 ─ 21,000 0.20

計 ― 21,000 ─ 21,000 0.20 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1)【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2)【資本減少、定款の定めによる利益の償却又は償還株式の償却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対し安定的かつ継続的な利益還元を行うことを基本としており、企業体質の改善、経営基盤の強化

をはかりながら業績に裏づけられた成果の配分を実施したいと考えております。従って利益配分の基本方針として配

当は業績に応じて決定することを原則といたしております。 

ハイヤー、タクシーをはじめ各部門の収益は依然厳しい状況で推移しておりますが諸経費の一段の合理化による収

支改善の効果が見られ、中間配当金１株あたり２円と合わせ、期末配当金は１株あたり普通配当２円に加え、創業60

周年記念配当２円（年間１株あたり６円）とさせていただきます。 

 （注）当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月17日 

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第２部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第２部におけるものであります。 

  

  

回次 第95期 第96期 第97期 第98期 第99期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 226 215 210 613 2,610 

最低(円) 192 155 150 200 395 

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 688 890 1,090 2,610 1,540 1,829 

最低(円) 565 666 800 1,020 970 1,031 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 
代表取締役   新 倉 尚 文 昭和５年３月８日生

昭和29年７月 

昭和32年11月 

昭和36年４月 

昭和36年６月 

昭和47年８月 

当社入社 

取締役就任 

取締役副社長就任 

代表取締役社長就任(現) 

大和自動車株式会社代表取締役社

長就任(現) 

1,446

専務取締役   吉 田   満 昭和８年12月５日生

昭和33年４月 

昭和50年５月 

昭和62年６月 

平成元年６月 

  

平成13年６月 

当社入社 

取締役就任 

常務取締役就任 

大和物産株式会社代表取締役社長

就任(現) 

専務取締役就任(現) 

632

専務取締役 経理担当 新 倉 能 文 昭和29年１月９日生

昭和51年４月 

昭和58年４月 

平成元年６月 

平成13年６月 

平成17年６月 

太陽生命保険相互会社入社 

当社入社 

取締役就任 

常務取締役就任 

専務取締役就任(現) 

64

常務取締役 総務担当 前 島 忻 冶 昭和21年１月２日生

昭和44年４月 

平成７年11月 

平成７年11月 

平成９年６月 

平成17年６月 

さくら銀行入社 

当社入社 

関連事業部次長 

取締役就任 

常務取締役就任(現) 

30

常務取締役 営業本部長 宮 野 隆 幸 昭和21年12月25日生

昭和44年３月 

平成６年８月 

平成10年12月 

平成11年６月 

平成17年６月 

当社入社 

人事課長 

総務部次長 

取締役就任 

常務取締役就任(現) 

22

取締役 タクシー部長 渡 邉 昭 夫 昭和17年３月23日生

昭和39年９月 

平成３年11月 

平成13年６月 

平成14年６月 

大和自動車株式会社入社 

当社タクシー課長 

当社執行役員タクシー部長 

当社取締役就任(現) 

17

監査役 
常勤   白 鳥 貞 夫 昭和12年10月23日生

昭和39年９月 

昭和57年５月 

平成４年７月 

平成５年６月 

平成11年６月 

当社入社 

赤坂営業所長 

ハイヤー部次長 

取締役就任 

監査役就任(現) 

109



  

(注) １ 専務取締役新倉能文氏は取締役社長新倉尚文氏の長男であります。 

２ 監査役 門倉 宏氏、監査役 長瀬正文氏及び高平義一氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方) 

当社では、コーポレート・ガバナンスへの積極的な取り組みを通じて、継続的な企業価値の向上を果たすこと

が経営上の重要課題であると認識しております。今後も、効率的な業務執行及び監視体制の構築、コンプライア

ンスの強化、経営の透明性の確保に向けて、経営上の組織・仕組みを構築し、必要な施策を実施していく所存で

ございます。 

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況) 

(1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

① 会社の機関の内容 

当社は、監査役会制度採用会社であります。 

取締役会については６名の取締役からなっております。 

監査役会については５名の監査役(うち、３名は社外監査役)からなっております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

監査役 
常勤   原     弘 昭和12年４月26日生

昭和36年５月 

昭和55年４月 
平成５年11月 

  
平成７年６月 

当社入社 

日比谷営業所所長 
大和自動車交通健康保険組合事務

長 
当社監査役就任(現) 

20

監査役   門 倉   宏 昭和16年１月８日生

昭和39年４月 

平成７年６月 
平成８年４月 

  
平成11年４月 

  
平成13年４月 

  
平成14年７月 

平成18年４月 

第一生命保険相互会社入社 

当社監査役就任(現) 
第一生命保険相互会社常務取締役

就任 
第一生命保険相互会社専務取締役

就任 
第一生命保険相互会社代表取締役

専務 
第一生命保険相互会社常任監査役 

第一リース代表取締役社長就任

（現） 

0

監査役   長 瀬 正 文 昭和８年１月14日生

昭和44年11月 

昭和46年10月 

昭和59年５月 

平成６年12月 

  

平成13年１月 

  

平成16年６月 

公認会計士長瀬正文事務所開業 

監査法人第一監査事務所入所 

監査法人第一監査事務所社員就任 

センチュリー監査法人代表社員就

任 

監査法人太田昭和センチュリー代

表社員退任 

監査役就任(現) 

0

監査役   高 平 義 一 昭和21年９月７日生 

昭和44年４月 

平成10年７月 

平成12年６月 

  

平成17年６月 

太陽生命保険相互会社入社 

太陽生命保険相互会社取締役就任 

太陽信用保証株式会社専務取締役

(現) 

当社監査役就任(現) 

0

  2,341 



  

 

  

② 内部統制の状況 

取締役会は、年16回以上開催し経営の意思決定、業務執行状況の経営・監視を行っております。 

監査役会は取締役会への出席等を通じて、適法性の監査を行っております。 

また、毎週一度開催される部長会において稟議書等の事前チェックを行い、取締役会及び監査役会へ報告を

行っております。 

常務会は、業務執行上の重要案件等の統制・監視を行っております。 

③ その他 

経営委員会は毎週一度開催され必要が認められる場合は、取締役会及び営業本部に対して各種の提言を行

い、さらに営業本部とは情報の共有化を密接に図っております。 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

○組織構成 

内部監査は経理担当役員、常勤監査役および経理担当社員で通常４～６名程度で行っております。監査役は

５名(うち、３名は社外監査役)であります。 

  



○内部監査の手続き 

内部監査は、内部監査規定に従い取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類を閲覧し業務及び財産

の状況を調査しております。 

また、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、株主との通例的

でない取引ならびに自己株式の取得及び処分等に関しては上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締役等か

ら報告を求め、当該取引の状況を詳細に調査しております。 

  

○監査役監査の手続き 

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会その他の重要な会議に出席する

ほか、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類を閲覧し本社及び主要な事業所において業務及び財

産の状況を調査し、必要に応じて子会社から営業の報告を求めております。また、取締役の競業取引、取締役

と会社間の利益相反取引、会社が行った無償の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引ならびに自己

株式の取得及び処分等に関しては上記の監査の方法のほか、必要に応じて取締役等から報告を求め、当該取引

の状況を詳細に調査しております。 

  

○内部監査、監査役及び会計監査の相互連携 

法定で必要な報告事項等の範囲にて連携している。 

  

 
  

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

○社外取締役 

該当するものはおりません。 

  

○社外監査役 

当社と社外監査役の間には、特別な利害関係はありません。 

  

⑥ 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、指定社員・業務執行社員の鐵義正(継続監査年数 ９年※)、

指定社員・業務執行社員の髙島誉章であり、新日本監査法人に所属しております。 

当該監査業務に係る補助者は公認会計士３名、会計士補６名であります。 

  

※ 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制に先立ち自主的に業務執行社員の交替

制度を導入しており、平成18年３月期事業年度をもって交替する予定となっております。 

  



(2) 役員報酬の内容 

  

(3) 監査報酬の内容 

取締役会の年間報酬総額  67百万円 (うち社外取締役   ０百万円)

監査役会の年間報酬総額  20百万円 (うち社外監査役   ５百万円)

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基

づく報酬 
10百万円 

上記以外の報酬 ─百万円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成しております。 

 ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に準拠して作成しております。 

 ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新

日本監査法人により監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

資産の部               

Ⅰ 流動資産               

現金及び預金 ※１   4,100     2,766   

受取手形及び売掛金     2,241     2,266   

有価証券     50     50   

たな卸資産 ※５   147     169   

前払金     129     114   

前払費用     254     280   

繰延税金資産     137     134   

その他     171     171   

貸倒引当金     △25     △30   

流動資産合計     7,208 36.2   5,923 30.4 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

車両   176     204     

減価償却累計額   90 85   96 107   

建物及び構築物 ※１ 9,406     9,535     

減価償却累計額   5,413 3,993   5,640 3,895   

機械及び什器備品   1,402     1,816     

減価償却累計額   1,114 288   1,114 702   

土地 
※１ 
※５ 

 6,436 6,315  

建設仮勘定     63     125   

有形固定資産合計     10,867 54.5   11,145 57.2 

２ 無形固定資産               

電話加入権     16     16   

通信施設利用権     27     29   

その他     8     10   

無形固定資産合計     52 0.3   56 0.3 

３ 投資その他の資産               

投資有価証券 
※１ 
※２ 

 1,286 1,805  

長期貸付金     2     26   

繰延税金資産     143     221   

その他     445     410   

貸倒引当金     △91     △100   

投資その他の資産合計     1,785 9.0   2,362 12.1 

固定資産合計     12,705 63.8   13,565 69.6 

資産合計     19,914 100.0   19,488 100.0 

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

負債の部               

Ⅰ 流動負債               

支払手形及び買掛金     984     1,165   

１年以内償還予定の社債     60     70   

短期借入金 ※１   5,651     4,160   

未払金     116     53   

未払法人税等     402     486   

未払消費税等     ─     144   

未払費用     742     800   

前受金     ─     67   

賞与引当金     160     176   

その他     423     353   

流動負債合計     8,540 42.9   7,478 38.3 

Ⅱ 固定負債               

社債     270     270   

長期借入金 ※１   6,960     6,523   

繰延税金負債     ─     271   

退職給付引当金     993     982   

事業損失引当金     268     257   

長期預り金     827     803   

連結調整勘定     104     81   

固定負債合計     9,424 47.3   9,190 47.2 

負債合計     17,965 90.2   16,668 85.5 

少数株主持分               

少数株主持分     79 0.4   79 0.4 

資本の部               

Ⅰ 資本金 ※３   525 2.6   525 2.7 

Ⅱ 資本剰余金     2 0.0   2 0.0 

Ⅲ 利益剰余金     993 5.0   1,561 8.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     351 1.8   662 3.4 

Ⅴ 自己株式 ※４   △3 △0.0   △10 △0.0 

資本合計     1,869 9.4   2,740 14.1 

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 19,914 100.0 19,488 100.0

      



② 【連結損益計算書】 
  

    

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％) 
金額(百万円) 

百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     26,393 100.0   27,173 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   23,502 89.0   24,587 90.5 

売上総利益     2,890 11.0   2,585 9.5 

Ⅲ 販売及び一般管理費 ※２   1,635 6.2   1,650 6.1 

営業利益     1,255 4.8   934 3.4 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息   5     6     

受取配当金   7     12     

連結調整勘定償却額   2     23     

持分法による投資利益   ─     1     

受取保険金   ─     24     

還付金   ─     16     

雑益   89 106 0.4 40 125 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息   353     336     

退職給付費用   151     164     

持分法による投資損失   3     ─     

雑損   19 528 2.0 23 523 1.9 

経常利益     833 3.2   536 2.0 

Ⅵ 特別利益               

厚生年金基金解散処理 

差額金 
  ─     530     

 投資有価証券売却益   20     107     

固定資産売却益   ─     0     

その他   5 26 0.1 88 726 2.7 

Ⅶ 特別損失               

投資有価証券評価損   1     ─     

固定資産売却損   54     0     

減損損失 ※３ ─     171     

固定資産除却損   23     32     

事故賠償費   11     ─     

貸倒引当金繰入   ─     25     

事業損失引当金繰入   121     ─     

役員退職慰労金   ─     41     

その他   43 257 1.0 80 351 1.3 

税金等調整前当期純利益     601 2.3   911 3.4 

法人税、住民税 

及び事業税 
  262     297     

法人税等調整額   △236 26 0.1 △17 280 1.1 

少数株主利益     1 0.0   0 0.0 

当期純利益     573 2.2   630 2.3 

                



  
③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2   2 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     2   2 

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     435   993 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

   当期純利益   573 573 630 630 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

   役員賞与   15   ─   

   配当金   ─ 15 62 62 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     993   1,561 

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

    

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   601 911 

減価償却費   264 366 

減損損失   ─ 171 

連結調整勘定償却   △2 △23 

貸倒引当金の増減額   △153 14 

賞与引当金の増加額   18 15 

退職給付引当金の増減額   202 △10 

事業損失引当金の増加額   121 ─ 

受取利息及び受取配当金   △13 △19 

支払利息   353 336 

持分法による投資損益   3 △1 

有形固定資産売却益   △0 △0 

有形固定資産除却損   23 32 

有形固定資産売却損   54 0 

投資有価証券売却益   △22 △107 

投資有価証券売却損   2 ─ 

投資有価証券評価損   1 ─ 

売上債権の増減額   245 △35 

たな卸資産の増減額   6 △0 

前払金の増減額   △61 14 

前払費用の増減額   14 △29 

その他流動資産の増減額   △1 37 

前受金の増加額   38 7 

仕入債務の増加額   204 56 

未収収益の減少額   172 7 

未払消費税等の増減額   △319 144 

未払費用の増減額   △21 58 

預り金の増加額   14 10 

前受収益の増減額   7 △4 

その他流動負債の減少額   △184 △14 

長期預り保証金の減少額   △21 △22 

役員賞与の支払額   △15 ─ 

その他   48 △24 

小計   1,585 1,889 

利息及び配当金の受取額   13 19 

利息の支払額   △338 △332 

法人税等の支払額   △130 △198 

営業活動によるキャッシュ・フロー   1,130 1,377 



  

    

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

区分 
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

定期預金等の預入   △538 △479 

定期預金等の払戻   495 413 

短期貸付金の貸付による支出   △48 △81 

短期貸付金の回収による収入   313 45 

有価証券の取得による支出   △49 △49 

有価証券の売却による収入   49 49 

有形固定資産の取得による支出   △1,564 △813 

有形固定資産の売却による収入   582 1 

長期貸付金の貸付による支出   △440 △24 

長期貸付金の回収による収入   133 0 

投資有価証券の購入による支出   △51 △21 

投資有価証券の売却による収入   43 135 

差入保証金の支払による支出   △1 △2 

差入保証金の回収による収入   0 19 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取

得による支出 
  △107 ─ 

子会社株式取得による支出   △1 △0 

その他   △8 18 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,192 △789 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の純減少額   △1,079 △1,470 

長期借入による収入   3,000 2,955 

長期借入金の返済による支出   △3,104 △3,412 

社債発行による収入   80 70 

社債償還による支出   ─ △60 

配当金の支払額   ─ △62 

その他   △2 △7 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,106 △1,987 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △1,167 △1,400 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   4,808 3,641 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   3,641 2,240 

        



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社９社は全て連結されておりま

す。連結子会社名は、「第１企業の概

況」の４ 関係会社の状況に記載して

いるため省略しております。なお、持

分法適用関連会社でありました日本自

動車メーター㈱は当連結会計年度より

子会社に含めております。 

子会社９社は全て連結されておりま

す。連結子会社名は、「第１企業の概

況」の４ 関係会社の状況に記載して

いるため省略しております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用関連会社数 １社 

会社名 

 リムジンハイヤー㈱ 

同左 

３ 連結子会社の事業年度に

関する事項 

連結子会社の決算期は、連結財務諸表

提出会社の決算期に一致しておりま

す。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 a 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法) 

 b その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

a 満期保有目的の債券 

同左 

b その他有価証券 

同左 

  (2) たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

  販売用不動産 

     …個別法による原価法 

  貯蔵品… 

   燃料・油脂…総平均法による原

価法 

   部品・資材・原材料 

…先入先出法による原価法 

  仕掛品…先入先出法による原価法 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方

法 

同左 

  (3) 固定資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

車両…定額法 

建物・その他有形固定資産 

…定率法 

ただし平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附帯設

備を除く)については、定額

法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産 

同左 



  

  
  

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

   ② 無形固定資産 

   定額法によっております。 

   なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

  (4) 引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

及び破産更生債権等について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

(4) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

   ② 賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当期に対

応する金額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

   ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 
   会計基準変更時差異は、主とし

て15年による按分額(一部の連

結子会社におきましては一括費

用処理)を費用処理しておりま

す。 

   過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(３年)による定額

法により処理しております。 

 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 
   会計基準変更時差異は、主とし

て15年による按分額(一部の連

結子会社におきましては一括費

用処理)を費用処理しておりま

す。 

   数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から処理す

ることにしております。 

  数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から処理す

ることにしております。 

   ④ 事業損失引当金 

   事業損失引当金は当社グループ

に関連する事業損失に備えて、

当社が負担することと見込まれ

る金額を計上しております。 

 ④ 事業損失引当金 

同左 

  

  

  

  (5) リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

(5) リース取引の処理方法 

同左 



    

  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

項目 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

  (6) 重要なヘッジ会計の処理 

 ① ヘッジ会計の方法 

   支払金利に係るスワップ取引

(以下、金利スワップ取引)の特

例処理を資金調達取引に適用し

ております。 

(6) 重要なヘッジ会計の処理 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段 

   金利スワップ取引 

② ヘッジ手段 

同左 

   ③ ヘッジ対象 

   金利の変動によるリスクにさら

されている資金調達取引 

③ ヘッジ対象 

同左 

   ④ ヘッジ方針 

   資金調達取引における金利の変

動によるリスクに対して金利ス

ワップ取引により特例処理の範

囲内においてヘッジを行ってお

ります。 

④ ヘッジ方針 

同左 

   ⑤ 有効性の評価方法 

   取引開始時に特例処理に基づく

金利スワップ取引であるか評価

し、特例処理に基づく金利スワ

ップ取引についてのみ行ってお

ります。 

 ⑤ 有効性の評価方法 

   金利スワップは特例処理の用件

を満しているので有効性の評価

を省略しております。 

  (7) 消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

(7) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

同左 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分又は損失処理について、連結会計

年度中に確定した利益処分又は損失処

理に基づいて作成されております。 

同左 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 

９ その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

─ ─ 

前連結会計年度 当連結会計年度 



  

表示方法の変更 

  

  

  

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

  

─ 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計基準委員会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。これにより税金等調整前

当期純利益は171百万円減少しております。なお、減損

損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除しております。 

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

(連結貸借対照表関係) 

 前連結会計年度において流動資産の「未収入金」及び

流動負債の「前受金」は個別掲記しておりましたが当連

結会計年度においては資産総額のそれぞれ100分の５以

下のため「未収入金」は「その他流動資産」に１百万

円、「前受金」は「その他流動負債」に60百万円を含め

て表示しております。 

  

─ 

  

  

  

  

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりましたもののうち、次

に掲げるものにつきましてはそれぞれ重要性が増したた

め、当連結会計年度においては区分掲記することに変更

いたしました。 

 「長期貸付金の貸付による支出」及び「長期貸付金の

回収による収入」 

 なお、前連結会計年度の投資活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めておりました金額は、次のと

おりであります。 

「長期貸付金の貸付による支出」 △0百万円 
「長期貸付金の回収による収入」 1百万円 

─ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度 

(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 担保資産及び担保債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

定期預金 45百万円

投資有価証券 209百万円

建物及び構築物 2,601百万円

土地 5,704百万円

計 8,559百万円

※１ 担保資産及び担保債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

定期預金 40百万円

投資有価証券 374百万円

建物及び構築物 2,524百万円

土地 5,698百万円

計 8,637百万円

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 369百万円

一年以内返済の長期借入金 3,238百万円

長期借入金 6,795百万円

計 10,402百万円

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 207百万円

一年以内返済の長期借入金 3,197百万円

長期借入金 6,274百万円

計 9,679百万円

※２ 関連会社に係る項目 

投資有価証券(株式) 59百万円

※２ 関連会社に係る項目 

投資有価証券(株式) 60百万円

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式10,500,000株

であります。 

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式10,500,000株

であります。 

※４ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る自己株式は普通株式13,183株であります。 

※４ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る自己株式は普通株式21,074株であります。 

  ※５ 固定資産に計上していた土地21百万円を販売用不

動産に振替えております。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

※１ 売上原価の主要費目及び金額 

人件費 16,234百万円 

(うち、賞与引当金繰入額 93百万円)

燃料油脂費 442百万円 

修繕費 475百万円 

資材費 298百万円 

減価償却費 237百万円 

※１ 売上原価の主要費目及び金額 

人件費 15,993百万円 

(うち、賞与引当金繰入額 113百万円)

燃料油脂費 562百万円 

修繕費 494百万円 

資材費 237百万円 

減価償却費 319百万円 

※２ 販売費及び一般管理費の主要費目及び金額 

人件費 982百万円 

(うち、賞与引当金繰入額 65百万円)

減価償却費 33百万円 

租税公課 94百万円 

貸倒引当金繰入額 27百万円 

※２ 販売費及び一般管理費の主要費目及び金額 

人件費 955百万円 

(うち、賞与引当金繰入額 63百万円)

減価償却費 43百万円 

租税公課 120百万円 

貸倒引当金繰入額 45百万円 

※３          ― ※３ 減損損失 

(減損損失を認識した資産グループの概要) 

当連結会計年度において、当社グループは以下
の資産グループについて減損損失を計上いたし
ました。 

  
(資産のグルーピングの概要) 
 当社グループは、管理会計上の区分を基準
に、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出
す最小の単位にて資産のグルーピングを行って
おります。なお、賃貸用資産は物件単位に、遊
休資産については、個々の単位にグルーピング
を行っております。 
(減損損失の認識に至った経緯) 
 遊休及び休止資産については、将来における
具体的な使用計画が無いこと及び土地の市場価
格の下落等により回収可能価額が帳簿価額を下
回るものについて、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、また、保養所施設については当事業
年度において売買契約が契約されたことに伴
い、帳簿価額を売却契約価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に計上いたし
ました。 
(回収可能価額の算定方法) 
 減損損失の測定における回収可能価額として
正味売却価額を用いており、不動産鑑定評価額
により評価しております。 
  

用途 種類 場所 減損金額 

遊休資産 土地
神奈川県足柄
郡湯河原町 

114百万円 

保養所施設
土地

静岡県熱海市
伊豆山 

10百万円 

建物 同上 46百万円 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日)

  

現金及び預金勘定 4,100百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える定期預金 

△460 

現金及び現金同等物 3,641 

(1) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 2,766百万円

預入期間が 
３ヶ月を超える定期預金 

△526 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資(有価証券) 

0 

現金及び現金同等物 2,240 



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

(契約リース料１件当り 20万円未満は除く) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

(契約リース料１件当り 20万円未満は除く) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額相当

額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

車両 2,380 705 1,675 

機械器具 164 84 79 

什器備品 349 123 226 

その他 9 2 7 

合計 2,903 914 1,989 

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額相当

額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

車両 3,011 1,176 1,835 

機械器具 145 87 58 

什器備品 359 186 172 

その他 10 4 6 

合計 3,527 1,454 2,073 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 649百万円

１年超 1,377百万円

合計 2,026百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 640百万円

１年超 1,485百万円

合計 2,125百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利子相当

額 

支払リース料 781百万円

減価償却費相当額 655百万円

支払利子相当額 66百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利子相当

額 

支払リース料 911百万円

減価償却費相当額 731百万円

支払利子相当額 75百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 54百万円

１年超 89百万円

合計 144百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 45百万円

１年超 114百万円

合計 159百万円

３ 当連結会計年度より、契約リース料１件当たり20万

円を超えるものを注記しております。 

３          ― 

  

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

  

(2) その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日) 

  

  

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

  

(4) 時価評価されていない主な有価証券(上記(1)を除く)(平成17年３月31日) 

  

  

区分 種類 
連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの 

その他 49 49 0

区分 
取得価額
(百万円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

① 株式 392 975 582 

② 債券       

   社債 4 4 0 

③ その他 43 53 10 

小計 440 1,033 592 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

① 株式 36 33 △3 

② 債券       

   その他 33 33 ─ 

③ その他 9 7 △2 

小計 80 74 △5 

合計 520 1,108 587 

売却額(百万円)  売却益の合計額(百万円)  売却損の合計額(百万円) 

43   22   2 

種類 連結貸借対照表計上額(百万円) 

①その他有価証券 
 非上場株式(店頭売買株式を除く) 
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(5) その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成17年３月31日) 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

  
  １年以内 

(百万円) 
１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

  10年超 
(百万円) 

① 債券                 

   社債   4   ─   ─   ─ 

   その他   49   33   ─   ─ 

合計   53   33   ─   ─ 



当連結会計年度 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

(2) その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 

  

  

(3) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

  

(4) 時価評価されていない主な有価証券(上記(1)を除く)(平成18年３月31日) 

  

  

区分 種類 
連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの 

その他 49 49 0

区分 
取得価額
(百万円) 

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの 

 

① 株式 394 1,472 1,077 

② その他 50 87 36 

小計 445 1,559 1,113 

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの 

 

① 株式 34 32 △2 

② 債券 

   その他 

  

33 

  

33 

  

0 

小計 68 66 △2 

合計 514 1,626 1,111 

売却額(百万円)  売却益の合計額(百万円)  売却損の合計額(百万円) 

135   107   ─ 

種類 連結貸借対照表計上額(百万円) 

①その他有価証券 
 非上場株式 

119



(5) その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日) 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

次へ 

  
  １年以内 

(百万円) 
１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

  10年超 
(百万円) 

① 債券                 

   その他   49   33   ─   ─ 

合計   49   33   ─   ─ 



 (デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

 ヘッジ会計を適用しておりますので記載すべき事項はありません。 

当連結会計年度(平成18年３月31日) 

 ヘッジ会計を適用しておりますので記載すべき事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容 

  当社は通常業務を遂行する上で金利変化のリスクに

晒されており、このリスクを効率的に管理する手段と

して金利スワップ取引を行っております。 

(1) 取引の内容 

同左 

(2) 取引に対する取組方針 

  当社及び連結子会社は、借入金に係る金利変動リス

クを回避する目的にのみ、デリバティブ取引を利用す

る方針をとっております。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

(3) 取引の利用目的 

  変動金利支払の長期借入金について、将来の取引市

場での金利上昇が支払利息に及ぼす影響を、一定の範

囲に限定する目的で、金利スワップを利用しておりま

す。 

 ① ヘッジ手段 

   金利スワップ取引 

(3) 取引の利用目的 

同左 

  

  

  

① ヘッジ手段 

同左 

 ② ヘッジ対象 

   金利の変動によるリスクに晒されている資金調達

取引 

② ヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

   資金調達取引における金利の変動によるリスクに

対して金利スワップ取引により特例処理の範囲内

においてヘッジを行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

 ④ 有効性の評価方法 

   取引開始時に特例処理に基づく金利スワップ取引

であるか評価し、特例処理に基づく金利スワップ

取引についてのみ行っております。 

④ 有効性の評価方法 

同左 

(4) 取引に係るリスクの内容 

  デリバティブ取引には、取引相手が倒産等によって

契約不履行となることで被る損失に係る信用リスク

と、金利・為替等、市場の変動によって発生する損失

に係る市場リスクがあります。信用リスクを極力回避

するため、当社は、高い信用格付を有する銀行とのみ

取引を行っております。また、当社の利用している金

利スワップ取引に関しては、買建てであり、将来の金

利変動に係る市場リスクはありません。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

同左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引についての基本方針は当社の取締

役会で決定され、取引の実行及び管理は当社の経理部

が行っております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

(6) 取引の時価等に関する補足説明 

  金利スワップ取引に係る想定元本は、この金額自体

がデリバティブ取引に係る市場リスク又は信用リスク

を示すものではありません。 

(6) 取引の時価等に関する補足説明 

─ 



(退職給付関係) 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。また、乗務員の給与体系

(歩合比率)を変更した場合特別退職金を支払う場合があります。なお、一部の連結子会社は退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

前へ   次へ 

イ 退職給付債務 2,505百万円 

ロ 会計基準変更時差異の未処理額 1,554百万円 

ハ 未認識数理計算上の差異 △42百万円 

ニ 退職給付引当金 993百万円 

イ 勤務費用 175百万円 

ロ 利息費用 65百万円 

ハ 会計基準変更時差異の費用処理額 151百万円 

ニ 数理計算上の差異の処理額 86百万円 

ホ 過去勤務債務の処理額 △2百万円 

ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 476百万円 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 1.5％ 

ハ 過去勤務債務の額の処理年数 3年 

ニ 数理計算上の差異の処理年数 8～10年 

  
(翌連結会計年度から処理することとして

おります。) 

ホ 会計基準変更時差異の処理年数 

  

  

主として15年であります。 

一部の連結子会社におきましては、一括

費用処理をしております。 



当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。また、乗務員の給与体系

(歩合比率)を変更した場合特別退職金を支払う場合があります。なお、一部の連結子会社は退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

  

３ 退職給付費用に関する事項(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

イ 退職給付債務 2,336百万円 

ロ 会計基準変更時差異の未処理額 1,391百万円 

ハ 未認識数理計算上の差異 △38百万円 

ニ 退職給付引当金 982百万円 

イ 勤務費用 151百万円 

ロ 利息費用 33百万円 

ハ 会計基準変更時差異の費用処理額 164百万円 

ニ 数理計算上の差異の処理額 △4百万円 

ホ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 344百万円 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

ロ 割引率 1.0％ 

ハ 数理計算上の差異の処理年数 ７～10年 

  
(翌連結会計年度から処理することとして

おります。) 

ニ 会計基準変更時差異の処理年数 

  

  

主として15年であります。 

一部の連結子会社におきましては、一括

費用処理をしております。 



 (税効果会計関係) 

  

  
  

前へ     

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

 (繰延税金資産)  

  退職給付引当金繰入超過額 381百万円

  賞与引当金繰入超過額 64百万円

  貸倒引当金繰入超過額 9百万円

  事業損失引当金繰入超過額 106百万円

  ゴルフ会員権 58百万円

  事業税 53百万円

  税務上の繰越欠損金 153百万円

  販売用不動産の未実現利益 112百万円

  固定資産の未実現利益 42百万円

  その他 15百万円

   繰延税金資産小計 999百万円

  評価性引当額 287百万円

   繰延税金資産合計 711百万円

 (繰延税金負債)  

  資本連結に伴う評価差額金 191百万円

  貸倒引当金 3百万円

  その他有価証券評価差額金 235百万円

   繰延税金負債合計 430百万円

   繰延税金資産純額 280百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (繰延税金資産)  

  退職給付引当金繰入超過額 383百万円

  賞与引当金繰入超過額 71百万円

  貸倒引当金繰入超過額 10百万円

  事業損失引当金繰入超過額 102百万円

  ゴルフ会員権 57百万円

  事業税 53百万円

  税務上の繰越欠損金 171百万円

  固定資産減損損失 4百万円

  減価償却超過額 18百万円

  販売用不動産の未実現利益 112百万円

  固定資産の未実現利益 42百万円

  その他 21百万円

   繰延税金資産小計 1,049百万円

  評価性引当額 320百万円

   繰延税金資産合計 728百万円

 (繰延税金負債)  

  資本連結に伴う評価差額金 191百万円

  貸倒引当金 2百万円

  その他有価証券評価差額金 449百万円

   繰延税金負債合計 644百万円

   繰延税金資産純額 84百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 39.75％

   (調整)   

   交際費等永久に損金に 
   算入されない項目 

9.19 

   住民税均等割 0.72 

   受取配当金等永久に益金に 
   算入されない項目 

△0.71 

   評価性引当額 △44.34 

   その他 △0.20 

  税効果会計適用後の法人税等の 
  負担率 

4.41 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 39.75％

   (調整)   

   交際費等永久に損金に 
   算入されない項目 

3.09 

   住民税均等割 0.67 

   受取配当金等永久に益金に 
   算入されない項目 

△0.47 

   評価性引当額 △14.20 

   その他 1.93 

  税効果会計適用後の法人税等の 
  負担率 

30.77 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

  売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

  旅客自動車運送事業 …… ハイヤー、タクシー 

  不動産事業 ……………… 売買、賃貸、仲介 

  販売事業 ………………… 燃料・資材・金属製品 

  その他事業 ……………… 自動車整備、自動車運転教習 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,551百万円であり、その主なものは、親会社での余資運転資

金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  
旅客自動車 
運送事業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

販売事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

21,235 844 3,832 481 26,393 ─ 26,393

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

69 340 1,511 105 2,026 (2,026) ─

計 21,304 1,184 5,344 586 28,419 (2,026) 26,393 

営業費用 20,374 1,081 5,142 562 27,160 (2,022) 25,138 

営業利益 930 103 201 23 1,259 (4) 1,255 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

      

資産 6,956 4,410 4,360 279 16,006 3,907 19,914 

減価償却費 74 148 26 15 264 ─ 264 

資本的支出 1,402 254 141 8 1,806 ─ 1,806 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

  売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

  旅客自動車運送事業 …… ハイヤー、タクシー 

  不動産事業 ……………… 売買、賃貸、仲介 

  販売事業 ………………… 燃料・資材・金属製品 

  その他事業 ……………… 自動車整備、自動車運転教習 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,188百万円であり、その主なものは、親会社での余資運転資

金(現金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

  
旅客自動車 
運送事業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

販売事業
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

21,267 863 4,577 464 27,173 ─ 27,173

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

117 88 1,567 136 1,909 (1,909) ─

計 21,385 951 6,144 600 29,082 (1,909) 27,173 

営業費用 20,672 862 6,026 590 28,152 (1,913) 26,238 

営業利益 712 88 118 10 930 4 934 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

      

資産 7,918 3,678 4,683 265 16,546 2,942 19,488 

減価償却費 132 143 70 19 366 ─ 366 

減損損失 ─ ─ ─ ─ ─ 171 171 

資本的支出 434 109 237 22 804 ─ 804 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりません。 

  



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 該当する売上高がないため記載を省略しております。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 該当する売上高がないため記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当り情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当り純資産額 178円29銭 １株当り純資産額 261円55銭

１株当り当期純利益 53円21銭 １株当り当期純利益 60円16銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 連結損益計算書上の当期純利益 573百万円

 普通株式に係る当期純利益 558百万円

 利益処分による役員賞与 15百万円

普通株式の期中平均株式数 10,491,573株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

 連結損益計算書上の当期純利益 630百万円

 普通株式に係る当期純利益 630百万円

 該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数 10,483,288株



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりであります。 

  

２ 当期末残高の( )内の金額は、１年内に償還が予定されている社債であります。 

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率については、借入金等の期末残高に対する、加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

大和物産㈱ 第一回無担保社債 
平成12年 
９月25日 

70 70 2.21 なし 
平成19年
９月25日 

大和物産㈱ 第二回無担保社債 
平成12年 
９月25日 

70
70
(70)

2.00 なし 
平成18年
９月25日 

大和物産㈱ 第三回無担保社債 
平成12年 
９月25日 

60
(60)

─ 1.71 なし 
平成17年
９月22日 

大和物産㈱ 第四回無担保社債 
平成16年 
1月30日 

50 50 1.66 なし 
平成21年
１月30日 

大和物産㈱ 第五回無担保社債 
平成17年 
３月15日 

80 80 1.62 なし 
平成20年
３月15日 

大和物産㈱ 第六回無担保社債 
平成18年 
３月31日 

─ 70 0.375 なし 
平成21年
３月31日 

合計 ― ― 
330
(60)

340
(70)

― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

70 150 120 ─ ─ 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 2,350 879 1.68 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 3,300 3,281 2.40 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 

6,960 6,523 2.41
平成19年５月31日～
平成30年２月28日 

合計 12,612 10,684 ― ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 2,886 2,190 1,022 276 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

資産の部               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金 ※１   2,820     1,652   

２ 受取手形 ※４   39     55   

３ 売掛金 ※４   2,015     1,951   

４ 未収入金 ※４   267     279   

５ 未収消費税等     89     ─   

６ 有価証券     49     49   

７ 販売不動産     49     49   

８ 貯蔵品     16     14   

９ 前払費用     194     214   

10 繰延税金資産     100     106   

11 短期貸付金     1     1   

12 関係会社短期貸付金     486     390   

13 その他 ※４   180     195   

貸倒引当金     △22     △16   

流動資産合計     6,287 36.6   4,941 30.7 

Ⅱ 固定資産               

(1) 有形固定資産               

１ 車両   29     54     

減価償却累計額   1 27   8 45   

２ 建物 ※１ 4,905     4,883     

減価償却累計額   2,184 2,720   2,293 2,590   

３ 建物附帯設備   2,639     2,698     

減価償却累計額   2,151 488   2,208 490   

４ 構築物   921     997     

減価償却累計額   421 499   463 534   

５ 機械器具   731     944     

減価償却累計額   643 87   605 338   

６ 什器備品   207     206     

減価償却累計額   160 46   163 43   

７ 土地 ※１   4,479     4,333   

８ 建設仮勘定     63     125   

有形固定資産合計     8,412 49.1   8,501 52.8 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(2) 無形固定資産               

１ 電話加入権     12     12   

２ 通信施設利用権     27     29   

３ 電話専用権     0     0   

４ その他     2     2   

無形固定資産合計     42 0.2   45 0.3 

(3) 投資その他の資産             

１ 投資有価証券 ※１   1,001     1,356   

２ 関係会社株式     939     939   

３ 長期貸付金     39     52   

４ 差入保証金     79     62   

５ 繰延税金資産     183     58   

６ ゴルフ会員権 

７ その他 
    

─ 

261 
    

166 

72 
  

貸倒引当金     △86     △95   

投資その他の資産合計     2,419 14.1   2,612 16.2 

固定資産合計     10,874 63.4   11,158 69.3 

資産合計     17,162 100.0   16,100 100.0 

                

負債の部               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金 ※４   321     321   

２ 短期借入金 ※１   1,900     600   

３ １年以内に返済の 
長期借入金 

※１  2,853 2,752  

４ 未払金 ※４   40     42   

５ 未払費用 ※４   720     676   

６ 未払法人税等     290     414   

７ 未払消費税等     ─     94   

８ 前受金     36     36   

９ 短期預り金     117     123   

10 前受収益     70     62   

11 賞与引当金     103     114   

12 その他流動負債     11     ─   

流動負債合計     6,464 37.7   5,239 32.5 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※１   5,923     5,597   

２ 退職給付引当金     674     668   

３ 事業損失引当金     268     257   

４ 長期預り金     754     748   

固定負債合計     7,621 44.4   7,272 45.2 

負債合計     14,085 82.1   12,511 77.7 

      



  

    
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

資本の部               

Ⅰ 資本金 ※２   525 3.1   525 3.3 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     2     2   

資本剰余金合計     2 0.0   2 0.0 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     131     131   

２ 任意積立金               

 退職積立金   229     197     

 固定資産圧縮積立金   421     ─     

 別途積立金   1,146 1,797   1,146 1,343   

３ 当期未処分利益     328     1,077   

利益剰余金合計     2,257 13.1   2,552 15.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     295 1.7   519 3.2 

Ⅴ 自己株式 ※３   △3 △0.0   △10 △0.1 

資本合計     3,076 17.9   3,589 22.3 

負債及び資本合計     17,162 100.0   16,100 100.0 

      



② 【損益計算書】 
  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 
※１   

15,959 100.0
  

16,082 100.0
※２     

Ⅱ 売上原価 ※２   14,620 91.6   14,735 91.6 

売上総利益     1,338 8.4   1,347 8.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３   770 4.8   783 4.9 

営業利益     568 3.6   563 3.5 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   35     16     

２ 受取配当金   32     38     

３ その他の保険等差益金   31     2     

４ 受取保険金   ─     24     

５ 雑益 ※４ 34 134 0.8 23 105 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   295     280     

２ 退職給付会計基準変更時 
  差異償却額 

124 124   

３ 雑損 ※５ 14 433 2.7 20 424 2.7 

経常利益  268 1.7 244 1.5

Ⅵ 特別利益               

１ 厚生年金基金解散処理 
  差額金 

  ─     428     

２ 投資有価証券売却益   ─     107     

３ 事業損失引当金取崩額   128     ─     

４ その他   25 154 1.0 73 609 3.8 

Ⅶ 特別損失               

１ 投資有価証券評価損   1     ─     

２ 固定資産売却損 ※６ 54     ─     

３ 固定資産除却損 ※７ 21     30     

４ 減損損失 ※８ ─     171     

５ 事故賠償費   10     ─     

６ その他   36 125 0.8 80 282 1.7 

税引前当期純利益     297 1.9   572 3.6 

法人税、住民税 
及び事業税 

143 242   

法人税等調整額   △77 65 0.4 △28 214 1.4 

当期純利益     232 1.5   357 2.2 

前期繰越利益     95     708   

退職積立金取崩額     1     32   

中間配当額     ─     20   

当期未処分利益     328     1,077   

     



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     328   1,077 

Ⅱ 任意積立金取崩額           

 １ 固定資産圧縮積立金 
取崩額 

421 421 ─ ─

Ⅲ 利益処分額           

 １ 配当金   41 41 41 41 

Ⅳ 次期繰越利益     708   1,035 



重要な会計方針 
  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法) 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

  (2) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法 

   (その他有価証券評価差額金は

全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定しております。) 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

販売不動産……個別法による原価法 

貯蔵品 

 燃料・油脂……総平均法による原価

法 

 部品・資材……先入先出法による原

価法 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

   車両…定額法 

(1) 有形固定資産 
同左 

     建物・その他有形固定資産 

     …定率法 

      ただし平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附帯

設備は除く)については、定

額法によっております。 

    なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっ

ております。 

  

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっております。 

  なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権及び破

産更正債権等については、個別に

回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に充てるた

め、支給見込額のうち当期に対応

する金額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額

に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処

理しております。 

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(３年)による定額法によ

り処理しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法によ

り、按分した額をそれぞれ発生の

翌期から処理することにしており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額

に基づき、当期末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。 

  なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処

理しております。 

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法によ

り、按分した額をそれぞれ発生の

翌期から処理することにしており

ます。 

  (4)事業損失引当金 

  事業損失引当金は当社グループに

関連する事業損失に備えて、当社

が負担することと見込まれる金額

を計上しております。 

  

同左 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  支払金利に係るスワップ取引(以

下、金利スワップ取引)の特例処

理を資金調達取引に適用しており

ます。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段 

  金利スワップ取引 

(2) ヘッジ手段 

同左 

  (3) ヘッジ対象 

  金利の変動によるリスクにさらさ

れている資金調達取引 

(3) ヘッジ対象 

同左 

  (4) ヘッジ方針 

  資金調達取引における金利の変動

によるリスクに対して金利スワッ

プ取引により特例処理の範囲内に

おいてヘッジを行っております。 

(4) ヘッジ方針 

同左 

  (5) 有効性の評価方法 

  取引開始時に特例処理に基づく金

利スワップ取引であるか評価し、

特例処理に基づく金利スワップ取

引についてのみ行なっておりま

す。 

(5) 有効性の評価方法 

  金利スワップは特例処理の要件を

満しているので有効性の評価を省

略しております。 



  

  

会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理について 

消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理について 

同左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

─ (貸借対照表関係) 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計基準委員会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。これにより税金等調整前当期

純利益は171百万円減少しております。なお、減損損失

累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各

資産の金額から直接控除しております。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(貸借対照表関係) 

 前期において流動資産の「未収収益」及び「前払金」

はそれぞれ個別掲記しておりましたが、当期においては

資産総額の100分の１以下のため「その他流動資産」に

それぞれ56百万円及び76百万円含めて表示しておりま

す。 

(貸借対照表関係) 

 ゴルフ会員権は資産総額の100分1を超えたため、当期

より区分掲記することにいたしました。なお、前期は固

定資産 投資その他の資産の「その他」に169百万円含め 

て表示しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ 担保に差入れてある資産と、これに対応する負債

は次のとおりであります。 

※１ 担保に差入れてある資産と、これに対応する負債

は次のとおりであります。 

(1) このうち 

は、借入金7,484百万円(長期借入金4,940百

万円、一年以内に返済の長期借入金2,544百万

円の担保に供しております。 

建物 2,506百万円 (帳簿価額)

土地 3,724 (  〃  )

合計 6,230 (  〃  )

(1) このうち 

は、借入金8,350百万円(長期借入金5,597 百

万円、一年以内に返済の長期借入金2,752百万

円の担保に供しております。 

建物 2,432百万円 (帳簿価額)

土地 3,718 (  〃  )

合計 6,150 (  〃  )

(2) このうち 

は大和自動車㈱との共同担保に供しておりま

す。この担保による借入金は次のとおりであり

ます。 

土地 136百万円 (帳簿価額)

一年以内返済の長期借入金 253百万円

長期借入金 867 

合計 1,120 

(2) このうち 

は大和自動車㈱との共同担保に供しておりま

す。この担保による借入金は次のとおりであり

ます。 

土地 136百万円 (帳簿価額)

一年以内返済の長期借入金 314百万円

長期借入金 818 

合計 1,132 

(3) 定期預金45百万円及び投資有価証券169百万

円は従業員共済会等の借入金の担保に供してお

ります。 

(3) 定期預金40百万円及び投資有価証券304百万

円は従業員共済会等の借入金の担保に供してお

ります。 

※２ 授権株数   普通株式 20,000,000株

  発行済株式数 普通株式 10,500,000株

※２ 授権株数   普通株式 20,000,000株

  発行済株式数 普通株式 10,500,000株

※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式13,183

株であります。 

※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式21,074

株であります。 

※４ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

受取手形 35百万円

売掛金 509百万円

未収入金 267百万円

その他流動資産 43百万円

買掛金 272百万円

未払金 0百万円

未払費用 200百万円

※４ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

受取手形 45百万円

売掛金 493百万円

未収入金 279百万円

その他流動資産 55百万円

買掛金 204百万円

未払金 0百万円

未払費用 195百万円

 ５ 偶発債務 

銀行取引等に対して保証を行っております。 

関係会社 

大和自動車㈱ 108百万円

大和工機㈱ 165百万円

合計 273百万円

 ５ 偶発債務 

銀行取引等に対して保証を行っております。 

関係会社 

大和自動車㈱ 34百万円

大和工機㈱ 130百万円

合計 165百万円

 ６ 資産の時価の総額が当該資産の総額を超えたこと

により増加した貸借対照表の純資産額。 

  295百万円

 ６ 資産の時価の総額が当該資産の総額を超えたこと

により増加した貸借対照表の純資産額。 

  519百万円



(損益計算書関係) 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 売上高の内訳 

旅客運送収入 

関連事業収入 

ハイヤー収入 5,984百万円

タクシー収入 8,952 

運送雑収入 219 

不動産収入 803 

※１ 売上高の内訳 

旅客運送収入 

関連事業収入 

ハイヤー収入 5,952百万円

タクシー収入 8,937 

運送雑収入 366 

不動産収入 826 

※２ 売上原価の内訳 

    人件費            10,577百万円 

    燃料費              801百万円 

    自動車リース料          658百万円 

    その他経費           2,584百万円 

  

   関係会社に対する事項 

売上原価 4,144百万円

タクシー収入 34 

運送雑収入 26 

※２ 売上原価の内訳 

    人件費            10,633百万円 

    燃料費              856百万円 

    自動車リース料          679百万円 

    その他経費           2,564百万円 

  

   関係会社に対する事項 

売上原価 3,672百万円

    

    

※３ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料手当 297百万円

賞与 37 

(賞与引当金繰入額) (18) 

退職給付費用 35 

法定福利費 38 

減価償却費 16 

租税公課 56 

施設利用料 54 

水道光熱費 11 

通信運搬費 22 

宣伝広告費 11 

販売費に属する費用の 
おおよその割合 

58％ 

一般管理費に属する 
費用のおおよその割合 

42 

※３ 販売費及び一般管理費の主なもの 

給料手当 293百万円

賞与 22 

(賞与引当金繰入額) (10) 

退職給付費用 20 

法定福利費 30 

減価償却費 23 

租税公課 80 

施設利用料 33 

水道光熱費 12 

通信運搬費 24 

宣伝広告費 12 

販売費に属する費用の 
おおよその割合 

57％ 

一般管理費に属する 
費用のおおよその割合 

43 

※４ 雑益の主なものは団体事務費であります。 ※４ 雑益の主なものは団体事務費であります。 

※５ 雑損の主なものは団体定期保険料であります。 ※５ 雑損の主なものは団体定期保険料であります。 

※６ 固定資産売却損は世田谷(営)の土地売却に伴い実

測を行った際発生したものであります。 

※６          ─ 

※７ 固定資産除却損の主なものは世田谷(営)の土地売

却に際し発生した費用であります。 

※７ 固定資産除却損の主なものは日本橋(営)建替に際

し発生したものであります。 



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※８          ― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

※８ 減損損失 

(減損損失を認識した資産グループの概要) 

当事業年度において、当社は以下の資産グルー
プについて減損損失を計上いたしました。 
  

  
(資産のグルーピングの概要) 
 当社は、管理会計上の区分を基準に、概ね独
立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単
位にて資産のグルーピングを行っております。
なお、賃貸用資産は物件単位に、遊休資産につ
いては、個々の単位にグルーピングを行ってお
ります。 
  
(減損損失の認識に至った経緯) 
 遊休及び休止資産については、将来における
具体的な使用計画が無いこと及び土地の市場価
格の下落等により回収可能価額が帳簿価額を下
回るものについて、帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、また、保養所施設については当事業
年度において売買契約が契約されたことに伴
い、帳簿価額を売却契約価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に計上いたし
ました。 
  
(回収可能価額の算定方法) 
 減損損失の測定における回収可能価額として
正味売却価額を用いており、不動産鑑定評価額
により評価しております。 
  

用途 種類 場所 減損金額 

遊休資産 土地
神奈川県足柄
郡湯河原町 

114百万円 

保養所施設
土地

静岡県熱海市
伊豆山 

10百万円 

建物 同上 46百万円 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

(契約リース料 １件当り 20万円未満は除く) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

(契約リース料 １件当り 20万円未満は除く) 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額相当

額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

車両 2,030 601 1,429

什器備品 255 84 170

その他 2 0 1

合計 2,287 687 1,600

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

取得価額 

相当額 

(百万円) 

減価償却 

累計額相当

額 

(百万円) 

期末残高 

相当額 

(百万円) 

車両 2,516 975 1,541

什器備品 260 127 132

その他 2 1 0

合計 2,779 1,104 1,674

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 515百万円

１年超 1,113百万円

合計 1,629百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 501百万円

１年超 1,217百万円

合計 1,718百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利子相

当額 

支払リース料 624百万円

減価償却費相当額 533百万円

支払利子相当額 55百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利子相

当額 

支払リース料 705百万円

減価償却費相当額 581百万円

支払利子相当額 61百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 12百万円

１年超 33百万円

合計 46百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 13百万円

１年超 33百万円

合計 46百万円

３ 当事業年度より、契約リース料１件あたり20万円

を越えるものを注記しております。 

３          ― 

  

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当事業年度(平成18年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(税効果会計関係) 
  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

  

   退職給付引当金繰入超過額 268百万円

   賞与引当金繰入超過額 41百万円

   事業損失引当金繰入超過額 106百万円

   ゴルフ会員権 44百万円

   事業税 44百万円

   その他 17百万円

    繰延税金資産小計 523百万円

     評価性引当額 44百万円

    繰延税金資産合計 478百万円

   その他有価証券評価差額金 194百万円

    繰延税金負債合計 194百万円

    繰延税金資産純額 284百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

   退職給付引当金繰入超過額 265百万円

   賞与引当金繰入超過額 45百万円

   事業損失引当金繰入超過額 102百万円

   ゴルフ会員権 43百万円

   事業税 48百万円

   固定資産減損損失 4百万円

   減価償却超過額 18百万円

   その他 21百万円

    繰延税金資産小計 550百万円

     評価性引当額 43百万円

    繰延税金資産合計 506百万円

   その他有価証券評価差額金 342百万円

    繰延税金負債合計 342百万円

    繰延税金資産純額 164百万円

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  法定実効税率 39.75％

  (調整)  

   交際費等永久に損金に算入 
   されない項目 

5.14％

   住民税均等割 0.65％

   受取配当金等永久に益金に 
   算入されない項目 

△4.40％

   評価性引当金 △21.09％

   その他 1.85％

  税効果会計適用後の法人税等 
  の負担率 

21.90％

２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 39.75％

  (調整)  

  交際費等永久に損金に算入
   されない項目 

2.35％

   住民税均等割 0.66％

  受取配当金等永久に益金に
   算入されない項目 

△2.68％

   評価性引当金 △3.54％

   その他 0.92％

 税効果会計適用後の法人税等
  の負担率 

37.46％



(１株当り情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当り純資産額 293円40銭 １株当り純資産額 342円50銭

１株当り当期純利益 22円17銭 １株当り当期純利益 34円13銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

 損益計算書上の当期純利益 232百万円

 普通株式に係る当期純利益 232百万円

普通株式の期中平均株式数 10,491,573株

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。 

 損益計算書上の当期純利益 357百万円

 普通株式に係る当期純利益 357百万円

普通株式の期中平均株式数 10,483,288株



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 440 572 

㈱T&Dホールディングス 13,915 128 

大和生命保険㈱ 1,646 82 

㈱みずほフィナンシャルグループ 40 39 

三井住友建設㈱ 64,900 39 

㈱小松製作所 17,129 38 

㈱資生堂 16,672 36 

全日本空輸㈱ 71,164 30 

㈱日本航空システム 90,766 27 

JFEホールディングス㈱ 5,580 26 

その他41銘柄 221,717 238 

計 503,970 1,259 

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 
満期保有目的の 
債券 

ワリショー 50 49 

小計 50 49 

投資有価証券 その他有価証券 

リッショー 30 30 

小計 30 30 

計 80 79 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

(証券投資信託の受益証券)
ノムラ日本株戦略ファンド 

3,300 30

YPW日本株バリューアップ・
セレクト100 

1,500 26

三井住友225オープン 878 11 

インデックスファンド225 5,124 15 

その他１銘柄 440 3 

計 11,244 87 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 上記中、当期減少額欄の〔 〕は減損損失であります。 

２ 建物の減少額の内46百万円は伊豆山の減損損失であります。 

３ 機械器具の増加額の主な内容はデジタル無線設備199百万円であります。 

４ 土地の減少額は伊豆山の減損損失10百万円、湯河原の減損損失114百万円及び売却21百万円であります。 

５ 建設仮勘定の増加額の主な内容はデジタル無線209百万円、日本橋営業所の新設・解体工事125百万円、減少額の主な内容

はデジタル無線設備209百万円、羽田第一営業所103百万円の本勘定への振替額であります。 

６ 通信施設利用権の増加額はタクシー基地局の設置によるものであります。 

７ 無形固定資産については、資産総額１％以下のため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略して

おります。 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 車両 29 25 0 54 8 6 45 

 建物 4,905 37 
59 

〔46〕
4,883 2,293 99 2,590 

 建物附帯設備 2,639 73 15 2,698 2,208 70 490 

 構築物 921 77 1 997 463 43 534 

 機械器具 731 297 84 944 605 41 338 

 什器備品 207 7 8 206 163 10 43 

 土地 4,479 ─ 
146 

〔125〕
4,333 ─ ─ 4,333 

 建設仮勘定 63 544 481 125 ─ ─ 125 

有形固定資産計 13,976 1,064 
796 

〔171〕
14,198 5,743 271 8,501 

無形固定資産               

 電話加入権 ― ― ― 12 ─ ─ 12 

 通信施設利用権 ― ― ― 54 24 2 29 

 電話専用権 ― ― ― 1 1 0 0 

 その他 ― ― ― 2 0 0 2 

無形固定資産計 ― ― ― 71 26 2 45 

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



【資本金等明細表】 

  

(注) １.当期末における自己株式数は21,074株であります。 

    ２.当期減少額は役員の退職によるものであります。 

    ３.当期減少額は固定資産圧縮積立金を取崩したものによるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) １ 貸倒引当金の当期減少額その他は、洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円) 525 ─ ─ 525 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (注１) (千株) (10,500) (─) (─) (10,500)

普通株式 (百万円) 525 ─ ─ 525 

計 (千株) (10,500) (─) (─) (10,500)

計 (百万円) 525 ─ ─ 525 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金 
(株式払込剰余金) 

(百万円) 2 ─ ─ 2

計 (百万円) 2 ─ ─ 2 

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (百万円) 131 ─ ─ 131 

任意積立金           

 退職積立金 

（注２） 
(百万円) 229 ─ 32 197 

 固定資産圧縮積立金 

（注３） 
(百万円) 421 ─ 421 ─ 

 別途積立金 (百万円) 1,146 ─ ─ 1,146 

計 (百万円) 1,928 ─ 453 1,474 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 108 19 9 5 112 

賞与引当金 103 114 103 ─ 114 

事業損失引当金 268 ─ 10 ─ 257 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(a) 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

預金の種類 

当座預金 307 

普通預金 133 

通知預金 660 

定期預金 545 

納税準備預金 4 

配当基金 0 

計 1,651 

現金 0 

合計 1,652 

相手先 金額(百万円) 

㈱中日新聞 9 

大和物産㈱ 45 

合計 55 

期日 金額(百万円) 

平成18年４月満期 9 

  〃  ５月 〃  13 

  〃  ６月 〃  6 

  〃  ７月 〃  6 

  〃  ８月 〃  6 

  〃  ９月 〃  6 

  〃  10月 〃  6 

合計 55 



ハ 売掛金 

(イ)内訳 
  

  

(ロ)発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

ニ 未収入金 
  

  

ホ 販売不動産(土地) 
  

  

へ 貯蔵品 
  

  

区分 金額(百万円) 摘要 

ハイヤー乗車料金 706 ㈱朝日新聞社 48 ㈱読売新聞社 44  

    全日空㈱ 32 三井不動産㈱ 28  

タクシー乗車料金 743 ㈱日本航空インターナショナル 219 

    ㈱集英社 19 大成建設㈱ 13  

    東京スポーツ新聞社 12  

不動産賃貸料他 501 三興電気㈱ 1  

合計 1,951   

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

2,015 13,175 13,240 1,951 87.1 54.9 

区分 金額(百万円) 

関係会社立替金他 279 

合計 279 

地域別 面積(㎡) 金額(百万円) 

北海道赤井川 2,407 7 

北海道砥の川 139,086 1 

栃木県黒磯市 1,322 0 

千葉県白浜町 2,795 39 

合計 145,610 49 

品名 金額(百万円) 摘要 

ガソリン 3   

LPガス 4   

オイル 0   

その他 5 被服他 

合計 14   



ト 関係会社短期貸付金 
  

  

(b) 固定資産 

チ 関係会社株式 

  

  

相手先 金額(百万円) 

大和自動車㈱ 230 

大和交通保谷㈱ 69 

㈱大和自動車教習所 20 

大和タクシー㈱ 1 

大和交通㈱ 30 

日本自動車メーター㈱ 40 

合計 390 

  銘柄 金額(百万円) 

子会社株式 大和物産㈱ 531 

  大和自動車㈱ 136 

  ㈱大和自動車教習所 30 

  大和工機㈱ 40 

  大和交通㈱ 0 

  ㈱スリーデイ開発 30 

  大和タクシー㈱ 1 

  大和交通保谷㈱ 10 

  日本自動車メーター㈱ 138 

  計 919 

関連会社株式 リムジンハイヤー㈱ 20 

  計 20 

合計 939 



(c) 流動負債 

イ 買掛金 

  

  

ロ 短期借入金 

(イ)短期借入金 

  

  

(ロ)長期借入金のうち１年以内返済 

  

  

ハ 未払金 

  

  

区分 金額(百万円) 摘要 

燃料・油脂代 185 大和物産㈱ 184 

その他 136
資材他 ㈱イチムラ 4 

    三徳部品㈱ 6 

合計 321   

借入先 金額(百万円) 摘要 

三井住友銀行 東京中央支店 300   

みずほ銀行 八重洲口支店 300   

合計 600   

借入先 金額(百万円) 摘要 

第一生命保険相互会社 322   

太陽生命保険株式会社 287   

三井住友銀行 東京中央支店 653   

みずほ銀行 八重洲口支店 589   

三菱ＵＦＪ信託銀行 本店 607   

その他６社 294   

合計 2,752   

区分 金額(百万円) 摘要 

事業所税 25   

その他 16   

合計 42   



(d) 固定負債 

イ 長期借入金 

  

  

ロ 長期預り金 

  

  

借入先 金額(百万円) 摘要 

第一生命保険相互会社 300   

太陽生命保険株式会社 300   

三井住友銀行 東京中央支店 1,511   

三菱ＵＦＪ信託銀行 本店 1,437   

みずほ銀行 八重洲口支店 1,524   

その他６社 525   

合計 5,597   

区分 金額(百万円) 摘要 

ビル貸室保証金 459   

ビル貸室敷金 289   

合計 748   



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100株未満の端数株券、100株券、500株券、1,000株券、5,000株券、10,000株券 

中間配当基準日 ９月30日 

単元株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店、野村證券株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき300円(別途消費税) 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店、野村證券株式会社 全国本支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 

毎年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された１単元(1,000株)以上保

有の株主を対象に下記の優待品を贈呈いたします 

[記] 

1,000株から4,999株まで クオカード2,000円分 

5,000株以上 クオカード3,000円分 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号(債権の回収不能)の規定に基づく臨時報告書を平成17年４

月５日に関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書の訂正報告書 

平成17年４月５日提出の企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第11号(債権の回収不能)の規定に基づく

臨時報告書の訂正報告書を平成17年４月６日に関東財務局長に提出 

  

(3) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第98期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日関東財務局長に提出 

  

(4) 半期報告書 

事業年度 第99期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月22日関東財務局長に提出 

  

(5) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(重要な資産の譲渡)の規定に基づく臨時報告書

を平成18年３月７日に関東財務局長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

大和自動車交通株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和自

動車交通株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大

和自動車交通株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
  公認会計士  鐵     義  正  ㊞ 

業務執行社員 

指 定 社 員 
  公認会計士  髙  岡  昭  男  ㊞ 

業務執行社員 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

大和自動車交通株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和自

動車交通株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大

和自動車交通株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の会計方針の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会

計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
  公認会計士  鐵     義  正  ㊞ 

業務執行社員 

指 定 社 員 
  公認会計士  髙  島  誉  章  ㊞ 

業務執行社員 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

大和自動車交通株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和自

動車交通株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第98期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大和自

動車交通株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  鐵     義  正  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  髙  岡  昭  男  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

大和自動車交通株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大和自

動車交通株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第99期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大和自

動車交通株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の会計方針の変更に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る会計基

準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

新日本監査法人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  鐵     義  正  ㊞ 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士  髙  島  誉  章  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 
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